
①

2015年度
15年 (14年) (千円）

1 (1) 東 京 都  5,378 1.9%

2 (2) 愛 知 県  3,677 2.4%

3 (3) 三 重 県  3,556 3.2%

4 (4) 栃 木 県  3,481 6.6%

5 (5) 富 山 県  3,373 3.9%

6 (6) 静 岡 県  3,316 3.3%

7 (11) 福 井 県  3,196 8.7%

8 (8) 群 馬 県  3,145 4.5%

9 (7) 大 阪 府  3,127 2.2%

10 (10) 茨 城 県  3,079 4.5%

11 (9) 広 島 県  3,074 4.2%

12 (12) 滋 賀 県  3,058 4.4%

13 (16) 宮 城 県  2,987 4.0%

14 (18) 神 奈 川 県  2,986 4.7%

15 (17) 埼 玉 県  2,977 4.2%

16 (19) 石 川 県  2,949 3.9%

17 (23) 京 都 府  2,942 4.9%

18 (13) 福 島 県  2,941 0.6%

19 (24) 長 野 県  2,927 6.2%

20 (20) 香 川 県  2,925 3.2%

21 (14) 徳 島 県  2,921 1.1%

22 (21) 千 葉 県  2,920 3.1%

23 (29) 山 梨 県  2,785 4.0%

24 (27) 新 潟 県  2,778 3.2%

25 (15) 山 口 県  2,774 -3.8%

26 (25) 岩 手 県  2,760 2.1%

27 (28) 岐 阜 県  2,755 2.8%

28 (26) 兵 庫 県  2,752 2.1%

29 (31) 岡 山 県  2,744 7.8%

30 (22) 和 歌 山 県  2,738 -3.0%

31 (30) 福 岡 県  2,724 3.9%

32 (32) 山 形 県  2,677 5.7%

33 (33) 島 根 県  2,647 4.7%

34 (36) 大 分 県  2,619 5.6%

35 (34) 北 海 道  2,589 3.5%

36 (37) 愛 媛 県  2,535 3.4%

37 (38) 高 知 県  2,532 4.4%

38 (35) 奈 良 県  2,494 0.4%

39 (41) 青 森 県  2,462 5.8%

40 (40) 熊 本 県  2,438 3.3%

41 (39) 秋 田 県  2,420 2.4%

42 (42) 佐 賀 県  2,412 4.0%

43 (45) 長 崎 県  2,388 8.7%

44 (43) 鹿 児 島 県  2,384 3.1%

45 (44) 宮 崎 県  2,315 4.1%

46 (46) 鳥 取 県  2,249 5.2%
47 (47) 沖 縄 県  2,166 4.1%

全 県 計  3,190 3.3%
※内閣府統計情報より抜粋

都道府県 増加率

2015年度 1人あたりの県民所得

順位



②

単位円

全国 横浜市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市

(勤労者世帯) (勤労者世帯) (勤労者世帯) (勤労者世帯) (勤労者世帯) (勤労者世帯)

462,221 465,680 435,980 504,869 415,678 395,669

431,702 445,699 419,912 464,496 398,516 370,387

357,358 376,989 303,590 396,657 301,821 299,268

275,999 286,638 224,964 309,685 244,935 244,094

81,358 90,351 78,625 86,972 56,887 55,174

35,017 40,938 34,788 38,228 22,045 23,290

46,241 49,337 43,803 48,583 34,713 31,878

380,863 375,329 357,355 417,897 358,791 340,495

22.4 22.6 26.8 23.9 25.3 24.2

単位円

全国 横浜市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市

(勤労者世帯) (勤労者世帯) (勤労者世帯) (勤労者世帯) (勤労者世帯) (勤労者世帯)

461,577 478,605 477,644 537,813 415,539 324,949

428,955 455,318 452,065 486,412 396,986 308,320

353,290 397,481 352,477 395,983 292,052 259,142

268,289 287,386 251,317 307,917 226,063 210,182

85,001 110,095 101,159 88,066 65,989 48,960

35,579 53,785 46,538 38,127 24,708 21,695

49,287 56,272 54,505 49,851 41,129 27,250

376,576 368,510 376,485 449,746 349,551 275,989

24.4 26.0 27.3 26.5 29.5 27.8

実 収 入

「家計調査(家計収支編)」 （勤労者世帯）

１世帯当たり１か月間の収入と支出（勤労者世帯）

平成23(2011)年 

項      目

実 収 入

勤 め 先 収 入

実 支 出

消 費 支 出

非 消 費 支 出

直 接 税

社 会 保 険 料

可 処 分 所 得

エ ン ゲ ル 係 数 ( ％ )

１世帯当たり１か月間の収入と支出（勤労者世帯）

平成28(2016)年 

項      目

可 処 分 所 得

エ ン ゲ ル 係 数 ( ％ )

勤 め 先 収 入

実 支 出

消 費 支 出

非 消 費 支 出

直 接 税

社 会 保 険 料



③

(億円)

Ｈ31年 Ｈ32年 Ｈ33年 Ｈ34年 Ｈ35年 Ｈ36年 Ｈ37年 Ｈ38年 Ｈ39年 Ｈ40年 Ｈ41年 Ｈ42年 Ｈ43年

(2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030) (2031)

特別区

組織体制の影響額 3 6 <9> 21 21 21 22 22 23 23 23 24 24

設置コスト 40 94 64 <198> 67 64 61 53 39 40 44 44 44 42

計 40 97 70 <207> 88 85 82 75 61 63 67 67 68 66

府

組織体制の影響額 0.4 0.8 <1.2> △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10

設置コスト 7 13 14 <34> 23 17 17 17 17 17 17 17 17 17

計 7 13.4 14.8 <35.2> 13 7 7 7 7 7 7 7 7 7

特別区設置に伴うコスト

「特別区(素案)」４区Ｂ案　財政シミュレーションに基づく

<小計>


